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鉄鋼生産に要するエネルギー原単位の国際比較（日本を 100 とする）2000 年
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　2008 年から 5 年間にわたって、
1996 年に締結され 2005 年に発効
した気候変動枠組み条約京都議定
書に基づく第一約束期間に入った。




1990 年度に比べて 2005 年度には 
7.7% 増加した 1）。このため、政府
では、森林による CO2 吸収や京都
メカニズムによる CDM 注 1）や共同
実施を活用するとしても、2010 年
度に向けて排出量を基準年対比で
0.8 ～ 1.8% 削減する必要があると
している（図表 1）。
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図表 3　エネルギー転換部門および産業部門からのCO2 排出比率 
参考文献2）を基に科学技術動向研究センターにて作成






























































































᳇୥ᄌേᨒ⚵᧦⚂ᛕಎ࿖䋨䋱䋹䋲࿖䊶࿾ၞ䋩᳇୥ᄌേᨒ⚵䉂᧦⚂䈱ઃዻᦠ㸇࿖䋨䋳䋹࿖䇮࿾ၞ䋩䌅䌕䋲䋵䉦࿖䇮䉦䊅䉻䇮䉝䉟䉴䊤䊮䊄䇮ᣣᧄ䇮䉥䊷䉴䊃䊤䊥䉝䇮䊆䊠䊷䉳䊷䊤䊮䊄䇮䊉䊦䉡䉢䊷䇮䉴䉟䉴䇮䊨䉲䉝䇮䉡䉪䊤䉟䊅䇮䉼䉢䉮䈭䈬 㕖ઃዻᦠ㸇࿖㖧࿖䇮䊜䉨䉲䉮䇮䉣䉳䊒䊃䇮䉰䉡䉳䇮䌅䌕䋲䉦࿖䋨䉨䊒䊨䉴䇮䊙䊦䉺䋩䇮ਛ࿖䇮䉟䊮䊄䇮䊑䊤䉳䊦䇮䉝䊦䉷䊮䉼䊮䈭䈬᳇୥ᄌേᨒ⚵䉂᧦⚂䈱ઃዻᦠ㸇࿖䋨䋲䉦࿖䋩☨࿖䇮䊃䊦䉮 㕖ઃዻᦠ㸇࿖䋨䋷䉦࿖䋩䉝䊐䉧䊆䉴䉺䊮䇮䉦䉱䊐䉴䉺䊮䇮䉼䊞䊄䇮䉺䉳䉨䉴䉺䊮䇮䉰䊮䊙䊥䊉䈭䈬ᴺ⊛᜔᧤ജ䈅䉍 䈭䈚੩ㇺ⼏ቯᦠᛕಎ࿖䋨䋱䋸䋳࿖䊶࿾ၞ䋩੩ㇺ⼏ቯᦠᧂᛕಎ࿖(䋹䉦࿖䋩?????????
図表 6　主要国・地域の鉄鋼輸出量（2007 年）
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消費量削減目標値 10% は、CO2 ガ
ス排出削減目標値 9 % に概ね相当
する。2008 年 10 月に発表された
当連盟資料によると、2007 年度
（2007 年 4 月～ 2008 年 3 月）は実



















































（26.8%）、CDQ 注 3）・TRT 注 4）・ 副
生ガス回収強化・蒸気回収強化な














位を 1990 年度を 100 として示すと




























図表 9　鉄鋼生産のエネルギー消費原単位推移（1990 年度を 100 とする）  
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図表 10　主要国の鉄鋼生産（高炉一貫製鉄プロセス）エネルギー消費原単位量の
比較（日本を 100 とする）　2000 年
図表 11　鉄鋼生産のエネルギー起源CO2 排出原単位の推移（1990 年度を 100 とする）
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されている。2007 年 3 月時点で
TRT については普及率 100% であ
る。 CDQ については普及率 85%
で、2010 年 3 月時点で 93% に達す
ると予想されている。
　現在検討されている諸対策の効
果は、2010 年で 1990 年対比 3.2%
のエネルギー消費削減効果がある
と計算されている。これらのうち、











業界は 5,900 万 t（1,180 万 t/ 年）の
クレジットを購入契約済みであり、
このうち国連 CDM 理事会に登録
されたクレジット数量は 4,100 万 t
（820 万 t/ 年）に達している。購入
済 み の 5,900 万 t は、1990 年 の
CO2 排出量の 5.7% に相当し、4,100




















































な ど が 主 な 内 容 で ある。CCS


































混 合 比 率 向 上（20% → 50%）を
狙った技術開発である（図表13）。
10年間の技術開発の成果により、















と、1990 ～ 2007 年度までに生産さ
れた高機能鋼材注 5）が我が国社会で
利用されることにより、2007 年度
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輸出されている高炉セメントによ
る削減効果（4,720 千トン）も加える









績 は、2005 年 度 は 450 万 千 ン、 













































































（Asia-Pacific Partnership on Clean Development and Climate ）
■用語説明■





























億トンとして、3.4 億トンの CO2 排
出削減が可能だったことになる。



















































協会では、Global Steel Sectoral 
Approach（GSSA）による鉄鋼業か
らの CO2 排出量削減を目指し、
2008 年 4 月からデータ収集作業を
開始している。
図表 15　IEAで試算されたBAT（利用可能な技術）による削減可能なCO2 量  
出典：参考文献12）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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11  今後の地球温暖化問題の議論とセクトラル・アプローチ
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